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Ⅰ．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

　本日、有価証券報告書を提出いたしましたので、2022年10月31日付で提出した有価証券届出書（以下「原

届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また記載事項の一部訂正を行うため、訂

正届出書を提出いたします。

 

 

Ⅱ．【訂正の内容】

 

 

第一部【証券情報】

 

（４）発行（売出）価格

＜訂正前＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

 

＜訂正後＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp

 

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

 

１【ファンドの性格】

 

（３）ファンドの仕組み

＜訂正前＞

（略）

（ハ）委託会社の概況

①　資本金　2,218百万円（2022年８月末現在）

（略）

⑤　大株主の状況（2022年８月末現在）

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

（ハ）委託会社の概況

①　資本金　2,218百万円（2023年２月末現在）

（略）

⑤　大株主の状況（2023年２月末現在）

（以下略）
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２【投資方針】

 

（３）運用体制

＜訂正前＞

　・　当ファンドの運用体制

（略）

 

（注１）（略）

（注２）前記の運用体制、組織名称等は、2022年６月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（以下略）

 

＜訂正後＞

　・　当ファンドの運用体制

（略）

 

（注１）（略）

（注２）前記の運用体制、組織名称等は、2022年12月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 

（以下略）

 

 

３【投資リスク】

（１）リスク要因

⑭　LIBORの公表停止または利用できない場合のリスクおよび留意点

＜訂正前＞

　　LIBOR（ロンドン銀行間取引金利）とは、英国ロンドンの銀行間市場において、参加する銀行が相互

に短期資金を借り入れる際の金利指標のことをいいます。英国金融行為規制機構（FCA）は、LIBORの

特定の期間と通貨について、特定の将来の日付においてその公表が停止されること、また、当該LIBOR

の特定の期間と通貨が測定することを目指す市場および経済の現状がそれを示すものではなくなるこ

と を 発 表 し て い ま す 。 こ の 特 定 の 将 来 の 日 付 に 関 す る 情 報 は 、

https://www.jpmorgan.com/disclosures/interbank_offered_ratesに記載されています。FCAより発表

された日程は変更される可能性があり、また、LIBORの運営機関や規制当局がLIBORの算出、構成、特

性のほか、算出対象の通貨および期間に影響を与える可能性のある措置を取る可能性もあります。そ

のような進展について常に情報を入手するよう、委託会社に問い合わせることを推奨します（後記

「４　手数料等及び税金（１）申込手数料」の照会先までお問い合わせください）。現在、LIBORに代

わる新しい参照金利または代替参照金利を策定するため、業界において公的および民間の取り組みが

進行しています。しかし、そのような代替基準金利が、LIBORと類似するまたは同等の価値もしくは経

済的同等性をもたらすことや、公表停止または利用不可能になる前のLIBORと同等の取引量または流動

性を有することは保証されません。その結果、当ファンドを含むファンドまたは他の顧客の口座にお

いて投資する特定の貸付債権、債券、デリバティブ取引、およびその他の金融商品、または当ファン

ドを含むファンドまたは他の顧客の口座の投資対象の一部または全部を含む投資にかかる価格、流動

性、または投資結果に影響を与える可能性、ならびに反対売買および新しい取引の開始に関連して費

用が発生する可能性があります。これらのリスクは、他の銀行間取引金利（Euriborなど）や、ベンチ

マークとして扱われ、最近の規制改革の対象となっているその他のさまざまな指標、金利、価格に関

連する変更に関しても生じる可能性があります。
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＜訂正後＞

　　LIBOR（ロンドン銀行間取引金利）とは、英国ロンドンの銀行間市場において、参加する銀行が相互

に短期資金を借り入れる際の金利指標のことをいいます。英国金融行為規制機構（FCA）は、LIBORの

特定のテナー（期間）と通貨が、特定の将来の日付においてその公表が停止されること、また、測定

対象の市場および経済の実態を示すものではなくなることを発表しています（この特定の将来の日付

に関する情報は、https://www.jpmorgan.com/disclosures/interbank_offered_rates（英文）に掲載

されています）。FCAより発表された日程は変更される可能性があり、また、LIBORの運営機関や規制

当局がLIBORの算出、構成、特性のほか、算出対象の通貨および期間に影響を与える可能性のある措置

を取る可能性もあります。そのような進展について常に情報を入手するために委託会社に問い合わせ

ることを推奨します（後記「４　手数料等及び税金（１）申込手数料」の照会先までお問い合わせく

ださい）。現在、LIBORに代わる新しい金利指標または代替金利指標を策定するため、業界において公

的および民間の取り組みが進行しています。しかし、そのような代替金利指標が、LIBORと類似するま

たは同等の価値もしくは経済的同等性をもたらすことや、公表が停止されたまたは利用が不可能とな

る以前のLIBORと同等の取引量または流動性を有することは保証されません。これにより当ファンドを

投資対象の一部または全部を構成する当ファンドの特定のデリバティブ取引および他の金融商品また

は投資対象にかかる価格、流動性または投資結果に影響を与える可能性があり、結果として反対売買

および新しい取引の開始に関連して費用が発生する可能性があります。これらのリスクは、他の銀行

間取引金利（Euriborなど）や、ベンチマークとして扱われ、最近の規制改革の対象となっているその

他のさまざまな指標、金利、価格に関連する変更に関しても生じる可能性があります。

 

 

　原届出書「第二部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　３　投資リスク（１）リスク要因」末尾の参

考情報について、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞
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（２）投資リスクに関する管理体制

＜訂正前＞

　運用委託先におけるリスク管理

（略）

（2022年６月末現在）

（以下略）

 

＜訂正後＞

運用委託先におけるリスク管理

（略）
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（2022年12月末現在）

（以下略）

 

 

４【手数料等及び税金】

 

（１）申込手数料

＜訂正前＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp

（以下略）

 

 

（５）課税上の取扱い

＜訂正前＞

（略）

　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は2022年８月

末現在適用されるものです。

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は2023年２月

末現在適用されるものです。

（以下略）

 

 

５【運用状況】

 

　原届出書「第二部ファンド情報　第１ファンドの状況　５運用状況」について、以下の内容に更新・訂正

されます。

 

＜更新・訂正後＞

（１）投資状況

  （2023年２月28日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

株式 アメリカ 687,499,422 4.08

新株予約権付社債券等 アメリカ 10,073,138,568 59.79

 ドイツ 554,903,844 3.29
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 フランス 436,053,643 2.59

 イギリス 4,253,525,885 25.25

 スイス 355,122,271 2.11

 シンガポール 81,828,549 0.49

 小計 15,754,572,760 93.52

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 404,130,683 2.40

合計(純資産総額)  16,846,202,865 100.00

　（注１）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。投資比率は四捨五入です。

　（注２）株式には優先証券を含みます。
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（２）投資資産

①　投資有価証券の主要銘柄
          （2023年２月28日現在）

順

位

国／

地域

投資国

／地域
種類 銘柄名 業種

株式数

または

券面総額

帳簿価額

単価

(円)

帳簿価額

金額

(円)

評価額

単価

(円)

評価額

金額

(円)

利率

(％)
償還期限

投資

比率

(％)

1
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等

BURLINGTON

STORES2.25%CB
－ 2,924,000 16,722.37 488,962,220 16,190.27 473,403,733 2.25 2025/4/15 2.81

2
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等

BARCLAYS BK 0% F0TR

EB
－ 3,185,000 14,706.73 468,409,512 14,502.78 461,913,715 0 2025/2/18 2.74

3
イギ

リス

スペイ

ン

新株予約権

付社債券等
AMADEUS IT 1.5% CB － 2,700,000 17,381.68 469,305,580 16,939.47 457,365,711 1.5 2025/4/9 2.71

4
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
BARCLAYS BK 0% EB － 2,314,000 17,934.07 414,994,499 18,076.81 418,297,445 0 2025/2/4 2.48

5
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
SOUTHWEST 1.25% CB － 2,647,000 16,480.11 436,228,663 15,476.45 409,661,744 1.25 2025/5/1 2.43

6
イギ

リス

フラン

ス

新株予約権

付社債券等
JPM 0% MCFP EB － 2,400,000 16,310.99 391,463,898 16,096.97 386,327,351 0 2024/6/10 2.29

7
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
MICROCHIP 1.625% CB － 1,192,000 30,077.12 358,519,325 31,282.00 372,881,549 1.625 2027/2/15 2.21

8
イギ

リス
中国

新株予約権

付社債券等

ANLLIAN CAPITAL 0%

EB
－ 2,200,000 18,973.98 417,427,755 16,895.22 371,694,843 0 2025/2/5 2.21

9
スイ

ス
スイス

新株予約権

付社債券等
SIKA 0.15% CB － 1,720,000 20,511.74 352,801,997 20,646.64 355,122,271 0.15 2025/6/5 2.11

10
フラ

ンス

フラン

ス

新株予約権

付社債券等
SAFRAN 0.875% SAF CB － 1,825,731.87 18,945.74 345,898,417 19,088.70 348,508,603 0.875 2027/5/15 2.07

11
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
MERCADOLIBRE 2% CB － 916,000 38,363.94 351,413,724 37,217.95 340,916,456 2 2028/8/15 2.02

12
イギ

リス
中国

新株予約権

付社債券等
WUXI APPTEC 0% CB － 1,900,000 22,250.41 422,757,968 17,600.74 334,414,219 0 2024/9/17 1.99

13
アメ

リカ
カナダ

新株予約権

付社債券等
ACACN 4% CB － 2,039,000 17,746.34 361,848,051 16,400.22 334,400,615 4 2025/7/1 1.99

14
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
INSULET 0.375% CB － 1,810,000 18,742.37 339,237,001 18,426.90 333,527,037 0.375 2026/9/1 1.98

15
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
FORD MOTOR 0% CB － 2,527,000 13,805.59 348,867,354 13,101.44 331,073,624 0 2026/3/15 1.97

16
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
DEXCOM 0.75% CB － 839,000 35,372.45 296,774,893 36,651.63 307,507,250 0.75 2023/12/1 1.83

17
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
REPLIGEN 0.375% CB － 1,380,000 24,130.41 332,999,658 21,592.89 297,982,016 0.375 2024/7/15 1.77

18
イギ

リス

フラン

ス

新株予約権

付社債券等
STMICRO 0% A CB － 1,800,000 16,431.99 295,775,841 16,417.94 295,523,085 0 2025/8/4 1.75

19
アメ

リカ

アメリ

カ
株式＊

DANAHER CORP 5% B

PFD

ヘル

スケ

ア機

器・

サー

ビス

1,672 184,022.32 307,685,325 172,915.51 289,114,747 5 － 1.72

20
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
OKTA 0.375% CB － 2,528,000 11,563.37 292,322,101 11,409.04 288,420,751 0.375 2026/6/15 1.71

21
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等

LIVE NATION 3.125%

CB
－ 2,097,000 13,856.97 290,580,798 13,450.31 282,053,164 3.125 2029/1/15 1.67

22
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
AIRBNB 0% CB － 2,340,000 11,748.78 274,921,523 11,771.82 275,460,654 0 2026/3/15 1.64

23
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等
JAZZ 2% CB － 1,800,000 15,957.29 287,231,223 14,814.57 266,662,298 2 2026/6/15 1.58

24
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等

BOOKING HLDGS 0.75%

CB
－ 1,329,000 19,724.49 262,138,566 19,601.93 260,509,735 0.75 2025/5/1 1.55

25
イギ

リス
中国

新株予約権

付社債券等
ZHONGSHENG 0% CB － 13,000,000 2,094.60 272,298,368 1,976.00 256,880,223 0 2025/5/21 1.52

26
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等

COUPA SOFTWARE

0.125% CB
－ 1,848,000 13,253.86 244,931,449 13,495.03 249,388,229 0.125 2025/6/15 1.48

27
アメ

リカ
カナダ

新株予約権

付社債券等
SHOPIFY 0.125% CB － 2,143,000 11,958.45 256,269,768 11,527.24 247,028,899 0.125 2025/11/1 1.47

28
イギ

リス
中国

新株予約権

付社債券等
CHINA CONCH 0% CB － 12,000,000 1,907.35 228,882,087 1,923.06 230,767,469 0 2023/9/5 1.37

29
アメ

リカ

アメリ

カ

新株予約権

付社債券等

PIONEER NATURAL

0.25% CB
－ 819,000 32,651.03 267,411,977 28,059.30 229,805,702 0.25 2025/5/15 1.36

30
ドイ

ツ
ドイツ

新株予約権

付社債券等
ZALANDO 0.05% A CB － 1,800,000 13,068.11 235,226,097 12,697.04 228,546,850 0.05 2025/8/6 1.36
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　（注１）種類欄の＊の銘柄は優先証券であることを表しております。

　（注２）上記の「国/地域」は、当ファンドが保有する有価証券の発行地または上場取引所の国/地域を表しています。な

お、「投資国/地域」は、どこの国への投資であるかを委託会社が分類し、記載したものです。そのため、有価証券

の発行地と実質的な事業活動が行われている地域が異なる場合等には、上記の「国/地域」と「投資国/地域」にお

ける国/地域名が異なる場合があります。

 

種類別および業種別投資比率

（2023年２月28日現在）

種類 国内／外国 業種 投資比率（％）

株式 外国 ヘルスケア機器・サービス 2.29

  各種金融 1.05

  公益事業 0.74

小計   4.08

新株予約権付社債券等 － 93.52

　（注）株式には優先証券を含みます。

 

②　投資不動産物件

該当事項はありません。

 

③　その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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（３）運用実績

①　純資産の推移

　2023年２月末日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は次

の通りです。

期 年月日
純資産総額
（百万円）
（分配落）

純資産総額
（百万円）
（分配付）

１口当たり
純資産額
（円）

（分配落）

１口当たり
純資産額
（円）

（分配付）

34期 (2013年７月30日) 28,263 30,471 10,243 11,043

35期 (2014年１月30日) 26,603 29,203 10,235 11,235

36期 (2014年７月30日) 27,174 28,236 10,232 10,632

37期 (2015年１月30日) 27,814 29,427 10,346 10,946

38期 (2015年７月30日) 30,604 32,109 10,172 10,672

39期 (2016年２月１日) 29,538 29,663 9,460 9,500

40期 (2016年８月１日) 27,339 27,461 8,981 9,021

41期 (2017年１月30日) 28,440 28,586 9,720 9,770

42期 (2017年７月31日) 27,755 27,867 9,941 9,981

43期 (2018年１月30日) 26,170 26,945 10,136 10,436

44期 (2018年７月30日) 24,910 25,010 9,896 9,936

45期 (2019年１月30日) 22,751 22,849 9,285 9,325

46期 (2019年７月30日) 23,293 23,388 9,711 9,751

47期 (2020年１月30日) 22,099 22,343 9,958 10,068

48期 (2020年７月30日) 21,729 23,245 10,315 11,035

49期 (2021年２月１日) 21,922 25,268 10,480 12,080

50期 (2021年７月30日) 21,101 23,240 10,063 11,083

51期 (2022年１月31日) 18,634 18,699 8,678 8,708

52期 (2022年８月１日) 17,076 17,164 7,750 7,790

53期 (2023年１月30日) 16,993 17,060 7,606 7,636

 2022年２月末日 18,866 － 8,779 －

 2022年３月末日 19,474 － 9,033 －

 2022年４月末日 17,935 － 8,276 －

 2022年５月末日 17,418 － 7,872 －

 2022年６月末日 16,683 － 7,569 －

 2022年７月末日 17,172 － 7,794 －

 2022年８月末日 17,099 － 7,767 －

 2022年９月末日 16,609 － 7,284 －

 2022年10月末日 17,120 － 7,531 －

 2022年11月末日 16,926 － 7,468 －

 2022年12月末日 16,217 － 7,248 －

 2023年１月末日 16,830 － 7,533 －

 2023年２月末日 16,846 － 7,504 －
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②　分配の推移

期 １口当たり分配金（円）

34期 800

35期 1,000

36期 400

37期 600

38期 500

39期 40

40期 40

41期 50

42期 40

43期 300

44期 40

45期 40

46期 40

47期 110

48期 720

49期 1,600

50期 1,020

51期 30

52期 40

53期 30
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③　収益率の推移

期 収益率（％）

34期 9.8

35期 9.7

36期 3.9

37期 7.0

38期 3.2

39期 △6.6

40期 △4.6

41期 8.8

42期 2.7

43期 5.0

44期 △2.0

45期 △5.8

46期 5.0

47期 3.7

48期 10.8

49期 17.1

50期 5.8

51期 △13.5

52期 △10.2

53期 △1.5

　（注）収益率とは計算期間末の基準価額（分配付）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落）（以下「前

期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除したものです。
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（４）設定及び解約の実績

下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の残存口数は次の通りです。

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口）

34期 116,034 641,913 2,759,282

35期 137,185 297,095 2,599,372

36期 175,113 118,598 2,655,887

37期 233,874 201,197 2,688,564

38期 439,447 119,400 3,008,611

39期 318,089 204,351 3,122,349

40期 79,459 157,777 3,044,031

41期 16,551 134,520 2,926,062

42期 34,167 168,283 2,791,946

43期 20,106 230,060 2,581,992

44期 22,242 86,923 2,517,311

45期 27,211 94,189 2,450,333

46期 26,353 77,995 2,398,691

47期 10,379 189,690 2,219,380

48期 55,323 168,192 2,106,511

49期 95,414 110,172 2,091,753

50期 108,737 103,537 2,096,953

51期 102,611 52,269 2,147,295

52期 94,318 38,243 2,203,370

53期 91,880 60,988 2,234,262

　（注）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。
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<参考情報>
最新の運用実績は、委託会社ホームページ（am.jpmorgan.com/jp）、または販売会社でご確認いただけます。

過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

 
基準日 2023年２月28日 設定日 1995年１月31日

純資産総額 168億円 決算回数 年２回

基準価額・純資産の推移  分配の推移

 期 年月 円

 49期 2021年２月 1,600

 50期 2021年７月 1,020

 51期 2022年１月 30

 52期 2022年８月 40

 53期 2023年１月 30

  設定来累計 20,710

 
＊分配金は税引前1口当たりの金額です。

＊分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を分配時にファンドへ再投資したとみなして算出
したものです。

＊分配金再投資基準価額は、1口当たり、信託報酬控除後です。

  

 
通貨別構成状況  国（地域）別構成状況

通貨 投資比率※1  投資国/地域※2 投資比率※1

米ドル 72.3%  アメリカ 58.3%

ユーロ 15.8%  フランス 7.7%

香港ドル 4.3%  中国 7.1%

スイスフラン 2.1%  スペイン 3.9%

日本円 1.5%  カナダ 3.5%

その他 1.6%  その他 17.1%

＊ファンドは為替ヘッジを行っています。   
 
組入上位銘柄

 
年間収益率の推移

＊年間収益率（％）＝｛（年末営業日の基準価額＋その年に支払われた税引前の分配金）÷前年末営業日の基準価額－1｝×100
＊2023年の年間収益率は前年末営業日から2023年2月28日までのものです。
＊ベンチマークは設定していません。
＊当ページにおける「ファンド」は、ＪＰＭグローバル・ＣＢ・オープン’95です。

・運用実績において、金額は表示単位以下を切捨て、投資比率および収益率は表示単位以下を四捨五入して記載しています。
・ＣＢとは新株予約権付社債券等のことです。

※1　ファンドの純資産総額に対する投資比率です。
※2　「投資国/地域」は、どこの国への投資であるかを委託会社が分類し、記載したものです。

 

 

第２【管理及び運営】

 

１【申込（販売）手続等】
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＜訂正前＞

（略）

⑦　申込取扱場所

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

⑦　申込取扱場所

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp

（以下略）

 

 

３【資産管理等の概要】

 

（１）資産の評価

＜訂正前＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

 

＜訂正後＞

（略）

　照会先：

（略）

　　　HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp

 

（５）その他

＜訂正前＞

（略）

③　運用報告書

（略）

HPアドレス：https://www.jpmorgan.com/jp/am/

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

③　運用報告書

（略）

　　　HPアドレス：am.jpmorgan.com/jp

（以下略）
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第３【ファンドの経理状況】

 

　原届出書「第二部　ファンド情報　第３　ファンドの経理状況」について、以下の内容に更新・訂正され

ます。

 

＜更新・訂正後＞

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年

総理府令第133号）に基づき作成しております。

　　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドの計算期間は６ヵ月であるため、財務諸表は６ヵ月毎に作成しております。

 

３．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第53期計算期間（2022年８月２日

から2023年１月30日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受けてお

ります。
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１【財務諸表】

【ＪＰＭグローバル・ＣＢ・オープン'９５】

（１）【貸借対照表】

  （単位：円）

 
第52期

(2022年８月１日現在)
第53期

(2023年１月30日現在)

資産の部   
流動資産   

預金 161,350,182 346,624,983

金銭信託 202,010,389 330,465,461

株式 1,151,705,464 632,852,462

社債券 15,485,554,902 15,745,376,298

派生商品評価勘定 222,320,886 244,593,310

未収入金 82,882,843 －

未収利息 29,216,466 24,277,847

前払費用 1,169,803 1,433,398

その他未収収益 － 12,278,162

流動資産合計 17,336,210,935 17,337,901,921

資産合計 17,336,210,935 17,337,901,921

負債の部   
流動負債   

派生商品評価勘定 20,460,673 5,843,992

未払金 － 127,246,781

未払収益分配金 88,134,800 67,027,860

未払解約金 － 932,217

未払受託者報酬 9,786,176 9,283,640

未払委託者報酬 139,942,234 132,755,844

その他未払費用 1,650,000 1,650,000

流動負債合計 259,973,883 344,740,334

負債合計 259,973,883 344,740,334

純資産の部   
元本等   

元本 ※１ 22,033,700,000 ※１ 22,342,620,000

剰余金   
期末剰余金又は期末欠損金（△） ※２△4,957,462,948 ※２△5,349,458,413

元本等合計 17,076,237,052 16,993,161,587

純資産合計 17,076,237,052 16,993,161,587

負債純資産合計 17,336,210,935 17,337,901,921
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（２）【損益及び剰余金計算書】

  （単位：円）

 
第52期

(自　2022年２月１日
　至　2022年８月１日)

第53期
(自　2022年８月２日
　至　2023年１月30日)

営業収益   
受取配当金 25,108,885 16,006,167

受取利息 65,985,609 60,548,429

有価証券売買等損益 △2,848,413,344 52,256,850

為替差損益 976,310,262 △231,311,958

その他収益 ※３ 14,774,883 ※３ 12,289,006

営業収益合計 △1,766,233,705 △90,211,506

営業費用   
支払利息 422,366 16,831

受託者報酬 9,786,176 9,283,640

委託者報酬 ※１ 139,942,234 ※１ 132,755,844

その他費用 5,029,385 5,599,640

営業費用合計 155,180,161 147,655,955

営業利益又は営業損失（△） △1,921,413,866 △237,867,461

経常利益又は経常損失（△） △1,921,413,866 △237,867,461

当期純利益又は当期純損失（△） △1,921,413,866 △237,867,461

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う当期純損失金額の分配額（△）
△34,540,018 △22,192,492

期首剰余金又は期首欠損金（△） △2,838,287,666 △4,957,462,948

剰余金増加額又は欠損金減少額 51,409,037 138,148,402

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
51,409,037 138,148,402

剰余金減少額又は欠損金増加額 195,575,671 247,441,038

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
195,575,671 247,441,038

分配金 ※２ 88,134,800 ※２ 67,027,860

期末剰余金又は期末欠損金（△） △4,957,462,948 △5,349,458,413
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当財務諸表対象期間

１．有価証券の評価基

準および評価方法

株式

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価しておりま

す。

社債券

　個別法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価しております。

 (1)金融商品取引所等に上場されている有価証券

　金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として金融商品

取引所等における最終相場（外貨建証券の場合は知りうる直近の最終相

場）で評価しております。

　当該金融商品取引所等の最終相場がない場合には、当該金融商品取引

所等における直近の日の最終相場で評価しておりますが、直近の日の最

終相場によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引

所等における気配相場で評価しております。

 (2)金融商品取引所等に上場されていない有価証券

　当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の売買参

考統計値（平均値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は

使用しない）又は価格提供会社の提供する価額のいずれかから入手した

価額で評価しております。

 (3)時価が入手できなかった有価証券

　適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認

定できない事由が認められた場合は、委託会社が忠実義務に基づいて合

理的事由をもって時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が

合理的事由をもって時価と認めた価額で評価しております。

２．デリバティブ等の

評価基準および評

価方法

為替予約取引

　個別法に基づき、原則として時価で評価しております。

　為替予約の評価は、原則として、わが国における対顧客先物売買相場の

仲値によって計算しております。

３．その他財務諸表作

成のための基礎と

なる事項

(1)外貨建取引等の処理基準

　外貨建取引については、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成

12年総理府令第133号）第60条および第61条に従って処理しております。

(2)計算期間末日の取扱い

　2022年７月30日および2022年７月31日が休日のため、信託約款第41条

により、第52期計算期間末日を2022年８月１日としております。

 

（重要な会計上の見積りに関する注記）

第52期

(2022年８月１日現在)

第53期

(2023年１月30日現在)

当計算期間の財務諸表の作成にあたって行っ

た会計上の見積りが当計算期間の翌計算期間の

財務諸表に重要な影響を及ぼすリスクは識別し

ていないため、注記を省略しております。

同左
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（貸借対照表に関する注記）

区分
第52期

(2022年８月１日現在)

第53期

(2023年１月30日現在)

※１期首元本額 21,472,950,000円 22,033,700,000円

期中追加設定元本額 943,180,000円 918,800,000円

期中一部解約元本額 382,430,000円 609,880,000円

※２元本の欠損 4,957,462,948円 5,349,458,413円

受益権の総数 2,203,370口 2,234,262口

１口当たりの純資産額 7,750円 7,606円

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

区分

第52期

(自　2022年２月１日

　至　2022年８月１日)

第53期

(自　2022年８月２日

　至　2023年１月30日)

※１信託財産の運用の指図に関する

権限の全部または一部を委託す

るために要する費用として委託

者報酬の中から支弁している額

純資産総額に年10,000分の35

の率を乗じて得た額

　同左

※２分配金の計算過程   

費用控除後の配当等収益額 －円 －円

費用控除後・繰越欠損金補填後

の有価証券売買等損益額
－円 －円

収益調整金額 315,930,035円 232,428,887円

分配準備積立金額 －円 －円

当ファンドの分配対象収益額 315,930,035円 232,428,887円

当ファンドの期末残存口数 2,203,370口 2,234,262口

1口当たり収益分配対象額 143.38円 104.02円

1口当たり分配金額 40.00円 30.00円

収益分配金金額 88,134,800円 67,027,860円

※３その他収益の内訳

－

消費税還付金

12,278,162円

その他

10,844円
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（金融商品に関する注記）

Ⅰ　金融商品の状況に関する注記

 当財務諸表対象期間

１．金融商品に対する取

組方針

　当ファンドは証券投資信託として、有価証券等の金融商品への投資

を信託約款に定める「運用の基本方針」に基づき行っております。

２．金融商品の内容およ

びそのリスク

　当ファンドが保有した主な金融商品は、株式、社債券およびデリバ

ティブ取引であり、当ファンドで利用しているデリバティブ取引は、

通貨関連では為替予約取引であります。当ファンドが保有した金融商

品およびデリバティブ取引には、株価変動リスク、金利変動リスク、

為替変動リスク、信用リスク、流動性のリスクがあります。

　なお、デリバティブ取引は、通貨関連では信託財産の効率的な運用

に資する目的ならびに外貨建資産の為替変動リスクを回避し、安定的

な利益の確保を目的として利用しております。

３．金融商品に係るリス

ク管理体制

　当ファンドで投資対象とする金融商品に係るリスク管理体制は次の

とおりです。

(1)運用部門から独立したインベストメント・ダイレクターは、運用成

果やリスク水準のチェック等を行います。

(2)リスク管理部門は、投資制限遵守状況の管理等、運用状況の管理・

監督を行っています。

(3)当ファンドは、運用の一部または全部について外部委託をしており

ます。

　運用商品部門は外部委託先が適切に運用業務を行っているか継続的

にモニタリングします。運用商品部門はその結果重大な問題があると

判断する場合は、リスク管理を担当する部署が主催し、リスク管理上

の重要な事項について決議または審議を行う委員会に報告し、対応を

協議します。また運用商品部門は、委託先の業務遂行能力に問題があ

ると判断した場合は、同委員会に報告します。
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Ⅱ　金融商品の時価等に関する事項

 
第52期

(2022年８月１日現在)
第53期

(2023年１月30日現在)

１．貸借対照表

計上額、時

価およびそ

の差額

貸借対照表計上額は期末の時価で計

上しているため、その差額はありませ

ん。

同左

２．時価の算定

方法

(1)有価証券

　「重要な会計方針に係る事項に関

する注記」に記載しております。一

部の債券時価に関しては発行体の格

付けや債券の償還年限を基にした国

債に対する上乗せ金利、取引業者か

らの提示価格、流動性、将来発生し

うるキャッシュフロー、その他個々

の債券の特性等を考慮して価格提供

会社が算出した価格を利用しており

ます。

(1)有価証券

　同左

 (2)デリバティブ取引

　「デリバティブ取引等に関する注

記」に記載しております。

(2)デリバティブ取引

　同左

 (3)有価証券およびデリバティブ取引

以外の金融商品

　有価証券およびデリバティブ取引

以外の金融商品は、短期間で決済さ

れ、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該金融商品の帳簿価額

を時価としております。

(3)有価証券およびデリバティブ取引

以外の金融商品

　同左

３．金融商品の

時価等に関

する事項に

ついての補

足説明

金融商品の時価の算定においては、

一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件によった場合、当

該価額が異なることもあります。

同左

 

（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

種類

第52期

(2022年８月１日現在)

第53期

(2023年１月30日現在)

当計算期間の損益に含まれた評価差

額（円）

当計算期間の損益に含まれた評価差

額（円）

株式 △132,061,593 △42,912,789

社債券 △2,431,382,541 379,532,967

合計 △2,563,444,134 336,620,178
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（デリバティブ取引等に関する注記）

取引の時価等に関する事項

（通貨関連）

区分 種類

第52期(2022年８月１日現在) 第53期(2023年１月30日現在)

契約額等

(円)

うち

1年超

(円)

時価

(円)

評価損益

(円)

契約額等

(円)

うち

1年超

(円)

時価

(円)

評価損益

(円)

市場

取引

以外

の取

引

為替予約取引         

買建         

アメリカドル 822,100,106 － 801,802,757 △20,297,349 － － － －

ユーロ 80,982,684 － 80,819,360 △163,324 170,545,198 － 170,467,619 △77,579

売建         

アメリカドル 9,569,585,970 － 9,361,825,774 207,760,196 8,490,281,391 － 8,247,329,728 242,951,663

ユーロ 760,613,304 － 746,052,614 14,560,690 1,266,646,209 － 1,270,691,540 △4,045,331

英ポンド － － － － 71,929,139 － 72,008,574 △79,435

合計  11,233,282,064 － 10,990,500,505 201,860,213 9,999,401,937 － 9,760,497,461 238,749,318

（注）１．為替予約の時価の算定方法

（１）対顧客先物売買相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価しております。

①為替予約の受渡日（以下「当該日」という。）の対顧客先物売買相場の仲値が発表されている場合は当該為替予

約は当該仲値で評価しております。

②当該日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法によっております。

・当該日を越える対顧客先物売買相場が発表されている場合には、発表されている先物相場のうち当該日に最も

近い前後二つの対顧客先物売買相場の仲値をもとに計算したレートにより評価しております。

・当該日を越える対顧客先物売買相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表されている対顧客先

物売買相場の仲値により評価しております。

（２）対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない外貨については、対顧客電信売買相場の仲値により評価しており

ます。

２．換算において円未満の端数は切り捨てております。

３．契約額等および時価の合計欄の金額は、各々の合計金額であります。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

 

（４）【附属明細表】

第１　有価証券明細表（2023年１月30日現在）

（イ）株式

通貨 銘柄 株式数 評価額単価 評価額金額 備考

アメリカドル BSX 5.50% PFD 6,176 113.91 703,508.16 ＊

 DANAHER CORP 5% B PFD 1,672 1,349.83 2,256,915.76 ＊

 KKR & CO INC 6% C PFD 19,299 67.61 1,304,805.39 ＊

 NEXTERA ENERGY0 6.926% PFD 12,376 48.38 598,750.88 ＊

小計 銘柄数： 4  4,863,980.19  

    (632,852,462)  

 組入時価比率： 3.7%  100.0%  

      

合計    632,852,462  

    (632,852,462)  

（注）各通貨計欄の(　)内は、邦貨換算額であります。

（注）合計金額欄の(　)内は、外貨建有価証券に係わるもので、内書であります。

（注）比率は左より組入時価の純資産に対する比率、および各通貨計欄の合計金額に対する比率であります。

（注）備考欄の＊の銘柄は優先証券であることを表しております。
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（ロ）株式以外の有価証券

種類 通貨 銘柄
銘柄数

比率
券面総額 評価額 備考

社債券 アメリカドル ACACN 4% CB  2,039,000.00 2,654,207.08  

  AIRBNB 0% CB  2,340,000.00 2,016,588.60  

  AKAMAI TECH 0.125% CB  675,000.00 721,764.00  

  BARCLAYS BK 0% EB  2,314,000.00 3,044,043.86  

  BARCLAYS BK 0% F0TR EB  3,185,000.00 3,435,850.60  

  BHARTIAIRTEL1.5% REGS CB  400,000.00 511,604.00  

  BILL COM HLDG 0% CB  1,021,000.00 1,084,342.84  

  BIOMARIN PHARM 0.599% CB  879,000.00 977,658.96  

  BOOKING HLDGS 0.75% CB  1,329,000.00 1,922,823.78  

  BURLINGTON STORES2.25%CB  2,924,000.00 3,586,607.64  

  CHEGG 0.125% CB  1,748,000.00 1,545,931.20  

  CLOUDFLARE 0.75% CB  878,000.00 1,358,266.00  

  COUPA SOFTWARE 0.125% CB  1,848,000.00 1,796,607.12  

  CYBERARK 0% CB  571,000.00 625,370.62  

  DATADOG 0.125% CB  1,336,000.00 1,484,015.44  

  DEXCOM 0.25% CB  475,000.00 499,647.75  

  DEXCOM 0.75% CB  839,000.00 2,176,886.18  

  DROPBOX 0% CB  1,612,000.00 1,465,308.00  

  ENPHASE ENERGY 0% CB  938,000.00 967,209.32  

  ETSY 0.125% CB  628,000.00 648,296.96  

  EXACT SCIENCES 1% CB  790,000.00 922,127.50  

  FARFETCH 3.75% CB  491,000.00 430,965.43  

  FIVE9 0.5% CB  1,762,000.00 1,665,935.76  

  FORD MOTOR 0% CB  2,527,000.00 2,558,991.82  

  GLENCORE 0% GLEN CB  1,000,000.00 1,163,650.00  

  GLOBALWAFERS 0% CB  1,600,000.00 1,387,536.00  

  INSULET 0.375% CB  1,810,000.00 2,488,351.80  

  JAZZ 2% CB  1,800,000.00 2,106,882.00  

  LIB MED IT 1.75% 144A EB  908,000.00 1,024,905.00  

  LIVE NATION 2.5% CB  1,893,000.00 2,202,316.20  

  LYFT 1.5% CB  1,401,000.00 1,282,167.18  

  MATCH GROUP 2% CB  1,250,000.00 1,205,850.00  

  MERCADOLIBRE 2% CB  916,000.00 2,577,669.80  

  MICROCHIP 1.625% CB  1,726,000.00 3,807,901.20  

  MONGODB 0.25% CB  1,361,000.00 1,699,099.62  

  OKTA 0.375% CB  2,528,000.00 2,144,224.32  

  ON SEMICOND 0% CB  426,000.00 641,168.34  

  ON SEMICOND 1.625% CB  865,000.00 3,064,452.80  

  PALO ALTO 0.375% CB  894,000.00 1,475,341.38  

  PEN GAMING 2.75% CB  993,000.00 1,615,352.82  

  PIONEER NATURAL 0.25% CB  819,000.00 1,961,505.00  

  REPLIGEN 0.375% CB  1,380,000.00 2,442,600.00  

  SEA 2.375% CB  1,490,000.00 1,614,772.60  

  SHOPIFY 0.125% CB  2,143,000.00 1,879,775.31  

  SNAP 0.75% CB  1,132,000.00 1,025,886.32  

  SOUTHWEST 1.25% CB  2,647,000.00 3,199,799.48  

  SPLUNK 1.125% CB F  740,000.00 636,400.00  

  STMICRO 0% A CB  1,800,000.00 2,169,558.00  

  VINGROUP 3% EB  1,600,000.00 1,241,152.00  

  WUXI APPTEC 0% CB  1,900,000.00 3,100,990.00  

  XERO 0% CB  1,958,000.00 1,621,928.88  

  ZILLOW GRP 2.75% CB  1,317,000.00 1,363,529.61  

  ZSCALER 0.125% CB  1,157,000.00 1,278,751.11  

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

25/44



 計 銘柄数： 53 75,003,000.00 91,524,567.23  

     (11,908,261,442)  

  組入時価比率： 70.1%  75.7%  

 ユーロ AMADEUS IT 1.5% CB  2,700,000.00 3,245,319.00  

  AMERICA MOVIL 0% EB  700,000.00 719,383.00  

  ANLLIAN CAPITAL 0% EB  2,200,000.00 2,886,576.00  

  CELLNEX 0.5% CLNX CB  1,300,000.00 1,416,207.00  

  EDENRED 0% EDEN CB  604,361.12 598,363.20  

  GBL 2.125% EB  1,200,000.00 1,211,100.00  

  JPM 0% MCFP EB  2,400,000.00 2,707,032.00  

  LAGFIN SCA 2% EB  600,000.00 651,282.00  

  MTU AERO 0.125% MTX CB  700,000.00 1,281,126.00  

  SAFRAN 0.875% SAF CB  1,825,731.87 2,391,939.82  

  ZALANDO 0.05% A CB  1,800,000.00 1,626,624.00  

 計 銘柄数： 11 16,030,092.99 18,734,952.02  

     (2,650,433,662)  

  組入時価比率： 15.6%  16.8%  

 英ポンド WH SMITH PLC 1.625% CB  1,200,000.00 1,094,676.00  

 計 銘柄数： 1 1,200,000.00 1,094,676.00  

     (176,593,132)  

  組入時価比率： 1.0%  1.1%  

 スイスフラン SIKA 0.15% CB  1,720,000.00 2,421,760.00  

 計 銘柄数： 1 1,720,000.00 2,421,760.00  

     (342,243,123)  

  組入時価比率： 2.0%  2.2%  

 香港ドル CATHAYPACIFICAIR2.75%CB  6,000,000.00 6,341,100.00  

  CHINA CONCH 0% CB  12,000,000.00 13,169,280.00  

  ZHONGSHENG 0% CB  13,000,000.00 15,667,340.00  

 計 銘柄数： 3 31,000,000.00 35,177,720.00  

     (584,653,706)  

  組入時価比率： 3.4%  3.7%  

 シンガポールドル SINGAPORE AIR 1.625 CB  750,000.00 838,875.00  

 計 銘柄数： 1 750,000.00 838,875.00  

     (83,191,233)  

  組入時価比率： 0.5%  0.5%  

 小計    15,745,376,298  

     (15,745,376,298)  

       

 合計    15,745,376,298  

     (15,745,376,298)  

（注）各通貨計欄の(　)内は、邦貨換算額であります。

（注）小計・合計金額欄の(　)内は、外貨建有価証券に係わるもので、内書であります。

（注）比率は左より組入時価の純資産に対する比率、および各通貨計欄の合計金額に対する比率であります。

 

第２　信用取引契約残高明細表

　該当事項はありません。

 

第３　デリバティブ取引および為替予約取引の契約額等および時価の状況表

　当表に記載すべき内容は、「デリバティブ取引等に関する注記　取引の時価等に関する事項」に開

示しておりますので、記載を省略しております。
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２【ファンドの現況】

 

【純資産額計算書】

  （2023年２月28日現在）

 種類 金額 単位

 Ⅰ　資産総額 17,382,775,155 円

 Ⅱ　負債総額 536,572,290 円

 Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 16,846,202,865 円

 Ⅳ　発行済口数 2,244,928 口

 Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 7,504 円
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

 

１【委託会社等の概況】

 

＜訂正前＞

①　資本金の額（2022年８月末現在）

（略）

 

②（略）

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

 

（注）前記（イ）および（ロ）の意思決定機構、組織名称等は、2022年８月末現在のものであり、今後変更となる場合があり

ます。

 

 

＜訂正後＞

①　資本金の額（2023年２月末現在）

　（略）

 

②（略）

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

 

（注）前記（イ）および（ロ）の意思決定機構、組織名称等は、2023年２月末現在のものであり、今後変更となる場合があり

ます。

 

 

２【事業の内容及び営業の概況】

　届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　２　事業の内容及び営業の概況」につ

いて、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

　　投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うとと

もに、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託および投資一任契約に基づき委

託された資産の運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引法に定める以下の業務を行ってい

ます。

・投資助言・代理業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱いに関する第一種金融商品取引業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い、および証券投資信託の募集または私募

に関する第二種金融商品取引業

　　委託会社が設定・運用している投資信託は、2023年２月末現在以下のとおりです（親投資信託は本数の

み。）。

 本数 純資産額（百万円）

公募追加型株式投資信託 54 749,133

公募単位型株式投資信託 － －
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公募追加型債券投資信託 － －

公募単位型債券投資信託 － －

私募投資信託 74 5,037,113

総合計 128 5,786,246

親投資信託 47 －
（注）百万円未満は四捨五入
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３【委託会社等の経理状況】

 

＜訂正前＞

１．委託会社であるＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて作成し

ております。

　　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第32期事業年度（2021年４月１日から

2022年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受けておりま

す。

 

＜訂正後＞

１．委託会社であるＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて作成し

ております。

　　また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

に基づいて作成しております。

　　なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第32期事業年度（2021年４月１日から

2022年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受けておりま

す。

　　また、第33期中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）の中間財務諸表については、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による中間監査を受

けております。

 

 

　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」につい

て、以下の中間財務諸表が追加されます。

 

＜追加＞
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中間財務諸表

(1）中間貸借対照表

  （単位：千円）

  
第33期中間会計期間末

（2022年９月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金  17,475,296

前払費用  61,563

未収入金  51,013

未収委託者報酬  1,906,897

未収収益  1,328,042

関係会社短期貸付金  500,000

その他  382

流動資産合計  21,323,196

固定資産   

投資その他の資産   

関係会社株式  60,000

投資有価証券  429,021

敷金保証金  33,445

前払年金費用  201,811

繰延税金資産  1,250,064

その他  5,500

投資その他の資産合計  1,979,843

固定資産合計  1,979,843

資産合計  23,303,039
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  （単位：千円）

  
第33期中間会計期間末

（2022年９月30日）

負債の部   

流動負債   

預り金  107,516

未払金  1,284,024

未払手数料  865,479

その他未払金 ※１ 418,544

未払費用  298,764

未払法人税等  816,609

賞与引当金  1,854,227

役員賞与引当金  64,857

流動負債合計  4,425,999

固定負債   

長期未払金  269,680

賞与引当金  1,047,897

役員賞与引当金  233,311

固定負債合計  1,550,889

負債合計  5,976,888

   

純資産の部   

株主資本   

資本金  2,218,000

資本剰余金   

資本準備金  1,000,000

資本剰余金合計  1,000,000

利益剰余金   

利益準備金  33,676

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金  14,074,188

利益剰余金合計  14,107,864

株主資本合計  17,325,864

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金  286

評価・換算差額等合計  286

純資産合計  17,326,151

負債・純資産合計  23,303,039
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(2）中間損益計算書

  （単位：千円）

  

第33期中間会計期間

（自2022年４月１日

至2022年９月30日）

営業収益   

委託者報酬  5,111,146

運用受託報酬  3,621,271

業務受託報酬  1,329,997

その他営業収益  78,246

営業収益合計  10,140,662

営業費用   

支払手数料  2,593,916

調査費  871,789

その他営業費用  281,934

営業費用合計  3,747,640

一般管理費 ※１ 5,229,677

営業利益  1,163,344

営業外収益 ※２ 17,396

営業外費用 ※３ 443,992

経常利益  736,747

税引前中間純利益  736,747

法人税、住民税及び事業税  747,945

法人税等調整額  △410,041

法人税等合計  337,903

中間純利益  398,844
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注記事項

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）関係会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

 

(2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

 

２．引当金の計上基準

(1）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、当中間会計期間に帰属する額を計上しております。

 

(2）役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、当中間会計期間に帰属する額を計上しております。

 

(3）退職給付引当金

　従業員に対する退職給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務と年金資産の見込額に基づ

き退職給付引当金を計上しております。ただし、当中間期末においては、年金資産の額が、退職給付債

務に未認識数理計算上の差異等を加減した額を超過するため、資産の部に前払年金費用を計上しており

ます。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間期末までの期間に帰属させる方法について

は、期間定額基準によっております。

　過去勤務債務については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）

による定額法により、発生した事業年度から費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）によ

る定額法により按分額を、それぞれ発生した翌事業年度から費用処理することとしております。

 

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

器具備品　５年

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

34/44



４．収益及び費用の計上基準

　当社は、投資運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬、業務受託報酬およびその他営業収益を稼得

しております。これらには成功報酬が含まれる場合があります。

　委託者報酬：当該報酬は投資信託の信託約款に基づき日々の純資産価額を基礎として算定し、投資信託

の運用期間にわたり収益として認識しております。

　運用受託報酬：当該報酬は対象顧客との投資一任契約等に基づき純資産価額を基礎として算定し、対象

口座の運用期間にわたり収益として認識しております。

　業務受託報酬およびその他営業収益：グループ会社から受領する収益は、当社のグループ会社との契約

で定められた算式に基づき月次で算定し、当該報酬は当社がグループ会社にオフショアファンド関連の

サービス等を提供する期間にわたり収益として認識しております。

　成功報酬：成功報酬は対象となるファンドまたは口座の運用益に対する一定割合、もしくは特定のベン

チマークまたはその他のパフォーマンス目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識されます。

当該報酬は契約上支払われることが確定した時点で収益として認識しております。

 

（中間貸借対照表関係）

第33期中間会計期間末
（2022年９月30日）

※１　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債

の「その他未払金」に含めて表示しておりま

す。

 

（中間損益計算書関係）

第33期中間会計期間
（自2022年４月１日
至2022年９月30日）

※１　減価償却実施額

有形固定資産　　　　　　　　　 294千円

※２　営業外収益のうち主要なもの

受取配当金　　　　　　　　　　　18千円

受取利息　　　　　　　　　 　1,558千円

投資有価証券売却益　　　　　　　33千円

雑益　　　　　　　　　　　　15,785千円

※３　営業外費用のうち主要なもの

為替差損　　　　　　　　　 159,661千円

投資有価証券売却損　　　　 284,331千円
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（リース取引関係）

第33期中間会計期間末
（2022年９月30日）

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は以下のとおりであ

ります。
 
１年以内 1,859千円

１年超 5,422千円

合計 7,282千円
　

 

（金融商品関係）

第33期中間会計期間末（2022年９月30日）

①　金融商品の時価等に関する事項

　2022年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、金額的重要性が低いと判断するものは次表には含めておりません。また、「市場価

格のない株式等」は次表には含めておりません（（注２）参照）。

    （単位：千円）

  
中間貸借対照表

計上額
時価 差額

 長期未払金 269,680 269,680 －

 負債計 269,680 269,680 －

 

（注１）時価と中間貸借対照表計上額との差額の表への記載を省略しているものとその理由

 

資産

「現金及び預金」「未収委託者報酬」「未収収益」「関係会社短期貸付金」

　これらは短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略して

います。

 

負債

「未払手数料」「その他未払金」「未払費用」

　これらは短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略して

います。

 

（注２）市場価格のない株式等

　下記の関係会社株式及び投資有価証券（合同会社出資金）については、市場価格のない株式等と認

められるため、上表に含めておりません。

 

 （単位：千円）

 中間貸借対照表計上額

関係会社株式 60,000

投資有価証券（合同会社出資金） 424,608
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②　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。

 

③　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時

価

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定

した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま

す。

 

時価をもって中間貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

    （単位：千円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期未払金 － 269,680 － 269,680

負債計 － 269,680 － 269,680

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

「長期未払金」

　長期未払金の時価については、当該未払金の支払までの期間を基に信用リスクを加味した利率で割り

引いた現在価値により算定しており、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によってお

ります。これに伴い、レベル２の時価に分類しております。

　なお、（金融商品関係）の「①　金融商品の時価等に関する事項」に記載の「投資有価証券」は、投

資信託受益証券であり、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」第26項の経過措置を適用してお

り、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」第５－２項の注記を行っておりません。

　当該投資信託受益証券の中間貸借対照表計上額は（金融商品関係）の「①　金融商品の時価等に関す

る事項」に記載しております。

 

（有価証券関係）

第33期中間会計期間末（2022年９月30日）

１．関係会社株式

　関係会社株式（中間貸借対照表計上額　60,000千円）については市場価格のない株式等と認められるも

のであることから、記載しておりません。

 

２．その他有価証券

　投資有価証券（合同会社出資金）（中間貸借対照表計上額　424,608千円）については市場価格のない株

式等と認められるものであることから、記載しておりません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、資産運用業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のと

おりであります。

     （単位：千円）

 委託者報酬 運用受託報酬 業務受託報酬 その他 合計

残高報酬 5,111,146 3,621,271 1,329,997 78,246 10,140,662

成功報酬 － － － － －

合計 5,111,146 3,621,271 1,329,997 78,246 10,140,662

 

（セグメント情報等）

セグメント情報

　当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

第33期中間会計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

 

１．サービスごとの情報

     （単位：千円）

 委託者報酬 運用受託報酬 業務受託報酬 その他 合計

外部顧客への売上高 5,111,146 3,621,271 1,329,997 78,246 10,140,662

 

２．地域ごとの情報

営業収益    （単位：千円）

日本 英国 香港 その他 合計

5,705,349 1,668,640 998,040 1,768,631 10,140,662

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  （単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

JPMorgan Asset
Management (UK) Limited

1,658,796 資産運用業

JPMorgan Asset
Management (Asia
Pacific) Limited

964,644 資産運用業
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（１株当たり情報）

第33期中間会計期間
（自2022年４月１日
至2022年９月30日）

　
１株当たり純資産額 307,938.35円

１株当たり中間純利益金額 7,088.67円
　
　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

１株当たりの中間純利益の算定上の基礎
　

中間損益計算書上の中間純利益 398,844千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る中間純利益 398,844千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

 

（２）販売会社

＜訂正前＞

 
名　　称

資本金の額

（2022年３月末現在）
事業の内容

（略）

14 野村證券株式会社
10,000百万円

（2022年７月末現在）
同　上

（以下略）

 

＜訂正後＞

 
名　　称

資本金の額

（2022年３月末現在）
事業の内容

（略）

14 野村證券株式会社
10,000百万円

（2023年２月末現在）
同　上

（以下略）
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

  2023年４月５日 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社   

 取　締　役　会　御　中

 

 
ＰｗＣあらた有限責任監査法人
　　　東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴　田　光　夫

 

監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられているＪＰＭグローバル・ＣＢ・オープン’９５の2022年８月２日から2023年１月30日までの計算期間の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＪＰ

Ｍグローバル・ＣＢ・オープン’９５の2023年１月30日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する計算期間の

損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドから独立してお

り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手したと判断している。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書及び有価証券届出書（訂正有価証券届出書を含む）に含まれる情報のうち、

財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよ

うな重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報

告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の

意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家

としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、ファンドは継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、経営者に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不

備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

 

利害関係

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

 

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

 

　　次へ
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  2022年12月２日 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社   

 取　締　役　会　御　中

 

 
ＰｗＣあらた有限責任監査法人
　　　東京事務所

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴　田　光　夫

 

中間監査意見

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの

第33期事業年度の中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の2022年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

 

中間監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監

査の基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人

は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査役の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した中間監査に基づいて、全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得て、中間監査報告書において独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、

個別に又は集計すると、中間財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ

ると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に従って、中間監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応する中間監査手続を立案し、実施する。中間監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、中間監

査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。なお、中間監査手続は、年度監査と比べて監査手

続の一部が省略され、監査人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示リスクの評価に基

づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。

・　中間財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク

評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表

示に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す

る注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として中間財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に

基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど

うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、中間監査報告書において中間財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、中間監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間財務諸

表が基礎となる取引や会計事象に関して有用な情報を表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した中間監査の範囲とその実施時期、中間監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む中間監査上の重要な発見事項、及び中間監査の基準で求められているその他の事項について報告を

行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記の中間監査報告書の原本は当社が別途保管しております。

 

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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